第２６６号
平成24年３月８日
　
居宅介護事業所　管理者各位
富山県厚生部障害福祉課長
介護職員等による喀痰吸引等の実施に係る登録等について
　時下　ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。

　平素から、本県の障害者福祉施策等の推進につきまして、格別のご理解とご支援・ご協力を賜り、厚くお礼申しあげます。

　先にご案内のとおり、現在、介護職員等による喀痰吸引及び経管栄養（以下「特定行為」という）の実施については、厚生労働省通知による運用で当面のやむを得ない措置（実質的違法性阻却措置）として認められていますが、昨年６月の「社会福祉士及び介護福祉士法」の一部改正に伴い、平成24年４月からは、一定の研修を修了した介護職員等が、県の認定（認定特定行為業務従事者）を受けた上で、県の登録を受けた事業所（登録特定行為事業者）において、医療との連携など一定条件の下でのみ喀痰吸引等を実施できることとなりました。
つきましては、下記のとおり、各認定及び登録の県への申請手続きをお願いいたします。
記
１　認定及び登録の申請

（１）認定特定行為業務従事者（経過措置者）の認定申請　…　申請期限：平成24年３月23日（金）
実質的違法性阻却措置として、厚生労働省通知に基づき在宅において特定行為を行っている者や平成23
年度の県の研修を修了した者で、平成24年４月１日以降、特定行為を行おうとする者は、県へ「認定特定
行為業務従事者」の認定申請を行い、認定証の交付を受けることが必要です。
≪主な経過措置者の範囲≫
	①ＡＬＳ（筋委縮性側索硬化症）患者の在宅療養の支援について（H15.7.17 医政発0717001号）

　（※　実施可能な行為は、喀痰吸引(口腔内(咽頭の手前までを限度)・鼻腔内・気管カニューレ内部)）
②盲・聾・養護学校におけるたんの吸引等の取扱いについて（H16.10.20 医政発第102008号）

　（※　実施可能な行為は、喀痰吸引(口腔内(咽頭の手前までを限度)・鼻腔内)と経管栄養(胃ろう・腸ろう・
　　経鼻））
③在宅におけるALS患者以外の療養患者・障害者に対するたんの吸引の取扱いについて
（H17.3.24 医政発第0324006号）

（※　実施可能な行為は、喀痰吸引（口腔内（咽頭の手前までを限度）・鼻腔内・気管カニューレ内部））
④特別養護老人ホームにおけるたんの吸引等の取扱いについて（H22.4.1 医政発第0401号）
　（※　平成22年度から施設ごとに実施している、各施設の指導看護師を講師とした約14時間の研修）
　（※　実施可能な行為は、喀痰吸引(口腔内：咽頭の手前までを限度)と胃ろう(胃ろうの状態確認(栄養チュー
ブ等の接続・注入開始を除く))
⑤平成23年度介護職員等によるたん吸引等の実施のための研修事業の実施について(Ｈ23.10.6老発第1006号第1号）
　（※　平成23年度に県(福祉短大に委託)が実施している研修(講義８時間、演習、実地研修等)）
　（※　実施可能な行為は、研修の課程に応じて実地研修を修了した行為で、県の認定を受けた行為のみ）


　　≪申請書類≫（認定特定行為業務従事者（経過措置対象者））※各様式は県ＨＰからダウンロード可 

	①認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書（様式１７-１） 
②　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　添付書類(1)（本人誓約書）（様式１７-２） 

③                  〃                    添付書類(2)（第三者証明書）（様式１７-３） 

④　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　添付書類(3)（実施状況確認書）（様式１７-４）

⑤社会福祉士及び介護福祉士法附則第４条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書（様式５-３）
⑥その他の添付書類
・住民票の写し(直近３カ月以内のもの）
・喀痰吸引等に関する研修修了証明書(該当がある場合)及び、修了した研修内容、研修時間を示す資料

※(1)様式１７-３の証明者が、申請者が勤める事業所の長である場合
　　「ＡＬＳ(筋萎縮性側索硬化症)患者の在宅療養の支援について(H15.7.17 医政発0717001号）」通知にお
　いて、「入院先の医師や在宅患者のかかりつけ医及び訪問看護職員は、家族以外の者に対して、ＡＬＳや
　たんの吸引に関する必要な知識を習得させるとともに、当該患者についてのたんの吸引方法についての指導
　を行う。」と定められており、また、「在宅におけるＡＬＳ以外の療養患者・障害者に対するたんの吸引の取
　扱いについて(H17.3.24 医政発第0324006号)」通知においても、同様の内容が定められています。
　以上のことから、「喀痰吸引等の研修の修了証明書の写し及び修了した研修の内容や研修時間を示す資料」

としては、「喀痰吸引等に関する教育修了証明書(該当するものがある場合)及び修了した教育内容、教育時
間を示す資料」を添付すること。

　(2)様式１７-３の証明者が、主治の医師である場合
　　「喀痰吸引等に関する研修修了証明書（該当がある場合）及び、修了した研修内容、研修時間を示す資料」
の添付は不要とする。
⑦認定証を送付するための返信用封筒（角型２号（Ａ４サイズ）、住所・宛先を記入）


（２）登録特定行為事業者（事業所）の登録申請　…　申請期限：平成24年３月30日（金）
　　　認定特定行為業務従事者の所属する介護サービス等事業所で、平成24年４月１日以降、特定行為を行
おうとする事業者（法人や個人）は、県へ「登録特定行為事業者」の登録申請を行うことが必要です。
≪登録特定行為事業者について≫

①　個人でも法人でも、事業所において特定行為を行うためには、登録が必要です。

②　事業所に、認定特定行為業務従事者がいるだけでは、特定行為を行うことはできません。

　③　登録は、事業所（指定単位）ごとになりますので、同一所在地内等に複数の事業所を持つ場合、

事業所単位での申請が必要です。
　④　登録には、医療関係者との連携の確保等の登録基準に適合していることが必要です。
⑤　介護療養型医療施設や病院・診療所で実施している通所・訪問リハビリテーションは対象外です。
⑥　訪問介護と居宅介護のサービスの指定を受けている事業所は、特定行為の対象者が異なるため、双
　方申請を行ってください。その場合の登録申請書以外の添付書類は一方に原本、もう一方にその写し
　を添付してください。
　≪申請書類≫（登録特定行為事業者） 

	①登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録申請書（様式１-１） 

　　添付書類

　　○設置者に関する書類

・法人の場合：定款又は寄附行為及び登記事項証明書

　　　・個人の場合：住民票の写し（直近３カ月以内のもの）
　　○従事者に関する書類

　　　・介護福祉士登録証、認定特定行為業務従事者認定証の写し等

②介護福祉士・認定特定行為業務従事者名簿（様式１-２）
③社会福祉士及び介護福祉士法第48条の４各号の規定に該当しない旨の誓約書（様式１-３）
④登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録適合書類（様式１-４）
添付書類

・社会福祉士及び介護福祉士法第48条の５第１項各号の要件の適合を証する関係書類
⑤登録番号通知書を送付するための返信用封筒（定形長３号、住所・宛先を記入）


≪申請及び認定・登録事務の流れ≫（特定の者）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





· 認定特定行為事業者の申請には従事者名簿が必要なため、原則、事業者の登録申請は、認定特定行為業務従事者の認定証の交付を受けた後に行うことになります。このため、従事者の認定証の交付後、直ちに事業所の登録申請を行えるよう、あらかじめ準備をお願いします。
· なお、従事者の認定証の交付が遅れた場合（平成24年３月26日までに送付されなかった場合）は、従事者名簿の「登録番号・登録年月日」の欄を空欄とし、関係書類をそろえて提出してください。
· 今回の申請は改正法の施行前であるため、認定特定行為業務従事者は、経過措置者に限られます。
２　申請方法
（１）提 出 先　　〒930-8501 富山市新総曲輪１－７　
富山県厚生部障害福祉課 地域生活支援係　宛

（２）提出方法　　郵送又は持参等

※　認定特定行為業務従事者の申請は、事業所ごとに該当者の申請書を取りまとめの上、内容等を確認し
「認定特定行為業務従事者認定証交付申請書一覧」を同封（必要事項を記入）して提出してください。
３　留意事項
　①　提出期限後も申請の受付をしますが、期限に遅れた場合や書類に不備があった場合、年度内の処理が困
難となる場合があります。（平成24年４月１日までに申請できない場合は、事前に連絡をお願いします。）
　②　認定特定行為業務従事者の認定及び登録特定行為事業者の登録については、平成24年４月１日付けで
行う予定です。

　③　県に提出した申請書類等は、必ず写しをとり、問合せ等に対応できるように準備願います。
④　現在実施中の平成23年度の県の研修については、実地研修が修了し所定の手続き後、平成24年３月末
までに「修了証明書」を所属施設あてに郵送する予定です。

⑤　厚生労働省によると、これまでの違法性阻却措置に基づく医療的ケアについては、新制度施行後、その
普及・定着の状況を勘案し、特段の事情がある場合を除いて原則、廃止する予定とされています（廃止時
期は未定）。通知等があり次第、ご案内します。
⑥　認定及び登録後の変更等の手続きについては、後日、改めてご案内いたします。

　　　同一所在地内の登録事業所間での従事者（認定特定行為業務従事者）の人事異動でも登録名簿の変更と
いった変更申請が必要となりますので、ご注意願います。

　⑦　実質的違法性阻却措置として、厚生労働省通知に基づき各特別養護老人ホームにおいて実施している研
修（約14時間）を修了した者で、その後、他の施設へ異動したり、退職した者も認定特定行為業務従事者
の対象となりますので、当該者からの問合せ等があった場合は、対応願います。
　　　
〔事務担当〕地域生活支援係　小川、土肥
TEL 076-444-3213、FAX 076-444-3494
ﾒｰﾙ：yumik.doi@pref.toyama.lg.jp
登録特定行為事業者の申請


（各事業所（指定単位）で申請）





認定特定行為業務従事者の申請


（経過措置者）


（各事業所で取りまとめて申請）











県（障害福祉課）





①　従事者の認定の申請





④　登録（登録番号の交付）





③　事業者の登録申請





②　認定証の交付








